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報の有用性について議論が展開され， 1987年には，財務会計基準審議会 (FASB) によって財
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・フロー情報内容研究を中心に一J [J商学論究』第38巻第 3 号(1990年12月)，および「キャッシュ・
フロー情報の『情報内容』に関する一考察J [JJICPA ジャーナノレ』第 4巻第12号(1992年12月〉を参
照されたい。
(5) 桜井久勝「資金収支表の増分情報内容J [J産業経理』第52巻第 1 号(1992年 1 月)。黒川行治・高橋
正子「株式投資決定における資金情報の有用性J [J企業会計』第45巻第 9 号(1993年 9 月〉。なお黒川
・高橋[1993J の詳細な内容については黒川行治・高橋正子 IS EC連結規準適用会社における資金
情報の有用性〈そのl)J [J三田商学研究』第35巻第 3 号(1992年 8 月)，および，高橋正子・黒川行
治 IS EC連結規準適用会社における資金情報の有用性(その 2)J [J三田商学研究』第35巻第 5 号
(1992年12月)，に示されている。
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(7) Ibid・， pars. 44, 54. 

















































頂 目 項 目 額
営 業 収 入 xx 1 短金期を借入金(手形借入 xx 含む)
2 営業外収入
収 2 割 ヲ| 手 形 xx 
(1) 受取利息，受取配当 xx 3 長 期 借 入 金 xx 等収入 E 収 (2) そ 他 xx xx 4 社 債 発 行 xx の
資言十 (A) xx 5 増 資 xx 金 入 6 その他の収入 xx 有形固定資産売却等収 調3 入 達 収入合計(1) xx 
(1) 有形固定資産売却 xx 活
動 1 短期借入金返済 xx (2) 投資有価証券売却 xx 
支 2 長(一期年以借内入含に返む金済返予定済) xx (3) 貸付金(短期を含む〉 xx 伴
入 回収 う のものを(4) その他の収入 xx 収 3 ネ士 債 償 還 xx 事 計 (B) xx 支 4 その他の支出 xx 出
業 収入合計 (C=A+B) xx 支出合計 CJ) xx 
1 営 業 支 出 資金調達収支尻 (K=l-J) xx 活 (1) 原材料又は商品仕入 xx 当期(総L=合H資+金K収)支尻(2) 人件費支出 E xx xx 動 (3) そ の 他 xx xx w 低整価額法(適M用)に伴う評価損等調 xx 
2 営業外支出
V 期首資金残高 (N) xx (1) 支支払出利息・割引料等 xx 
羽 期末資金残高俳L-M+N) I xx 伴 支 (2) そ の 他 xx xx 
言十 (D) xx (注〉 期首・期末資金残高の内訳
う
有出形固定資産取得等支 |期首|期末3 
収 (l)有形固定資産取得 xx 1 現金及び預金 xx xx 
(2) 投資有価証券取得 xx 市場性有のある一時所 xx xx 2 支 (3) 貸付金(短期を含む〕 xx 有の価証券
(4) その他の支出 xx メ口L 計 xx xx 
言十 (E) xx 
出 (備考) 上記の項目の内訳が，有価証券報告書等
4 決算支出等 の他の箇所に記載されている場合は，注記
(1) 配 当 金 xx により当該箇所を明らかにする。
(2) 法 人 税 等 xx 
(3) そ の 他 xx 
一計 (F) xx 
支出合計(G=D十E+ F) xx 
事業収支尻 (H=C-G) xx 
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資金収支情報に関する一考察




第85期 第86期 第86期中間 第87期中間
項 目 (自平守) (自明4i) (自平成1)(自匂4月 1 4月 1 4月 1 4月 1至平成4 至平成5 至平成4 至平成5
3月 31 3月 31 9月 30 年9月 30
1.営業収入 5, 128, 416 4, 695, 959 2, 403, 823 2, 235, 200 
2. 営業外収入
(1) 受取利息，受取配当等収入 109, 527 83, 122 53 , 872 40, 800 
収 (2) そ の 他 23, 376 22, 348 8, 528 8, 500 
計 (A) 5, 261 , 320 4, 801 , 430 2, 466, 225 2, 284, 500 
3. 有形固定資産売却等収入
(1) 有形固定資産売却 9, 775 5, 901 2, 503 
(2) 投資有価証券売却 454, 012 155, 354 76, 862 27, 000 
(3) 貸付金回収(含，短期〉 70, 311 34, 682 5, 384 5, 600 
入 (4) その他の収入
事 計 (B) 534, 099 195, 937 84, 750 32, 600 
収入合計 (C=A+B) 1 5, 795, 4201 同川71 日仏州問問。
業
1.営業支 出
活 (1) 原材料又は商品仕入 3, 675, 483 3, 521 , 529 1, 814, 953 1, 687, 600 
(2) 人件費支出 369, 964 374, 215 192, 673 199, 600 
動 (3) そ の 他 861, 936 592, 208 314, 397 301 , 600 
2. 営業外支出
(1) 支払利息，割引料等支出 40, 430 41 , 151 17, 522 19, 700 
支 (2) そ の 他 26, 952 26, 192 14, 538 15, 900 
伴 計 (D) 4, 974, 767 4, 555, 296 2, 354, 084 2, 224, 400 
>ノ 3. 有形固定資産取得等支出
(1) 有形固定資産取得 185, 806 90, 469 52, 192 40, 000 
収 (2) 投資有価証券取得 143, 210 199, 293 184, 169 206, 900 
(3) 貸付金〈含，短期) 105, 351 89, 298 82, 147 26, 900 
支 (4) その他の支出 2, 946 626 500 
。
計 (E) 379, 688 319, 010 273, 800 
出 4. 決算支出等
(1)配 当 金 28, 793 26, 186 13, 093 13, 093 
(2) 法 人 税 等 95, 315 75 , 697 50, 605 22, 400 
(3) そ の 他 407 322 322 290 
計 (F) 124, 515 102, 205 64, 020 35, 783 
支出合計 (G=D十E+め!日仰71 山川01 2 ， 737， 1151 日開3
事業収支尻 (H=C-G) 2附オム 3開2| ム則
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百合草裕康
11 短期借入金(含，手形借入金〉 82, 000 
2. 割引手形
E 収 3. 長期借入金
資 4. 社債発行 125, 267 125, 267 200, 000 
金 5. 増 資 一
調 入 6. その他の収入
達
活 収入合計(1) 200, 000 
動
1.短期借入金返済 82, 000 
伴 支 2. 長期借入金返済(含，一年以内返済予定)
う 3. 社債償還 13, 826 
収 4. その他の支出 2, 807 1, 443 1, 435 1, 200 
支 出
支出合計(]) 1, 200 
資金調達収支尻 (K=l-J) |ム 1同31 198, 800 
圃 当期総合資金収支尻 (L=H+K) 制
N 低価法適用に伴う評価損等調整額 (M) 7， 7711 ム 82， 76
V 期 首 資 金残 高 (N) 982, 086 
VI 期 末 資 金残 高俳LーM+N) 964, 003 
(注) 1. 期首・期末資金残高の内訳 (単位:百万円)
項1 目----------\ --------------期-------別~ー 第 85 期 第 86 期 第 87 期期 首|期 末 期 末 |中間期末 中間期末
1.現 金 及 び 預 金 407, 869 680, 093 739, 493 527, 119 745, 411 
2. 市場性のある一時所有の有価証券 157, 486 135, 223 242, 591 223, 046 218, 592 
メ日L 言十 964, 003 
(1)現金及び預金は， 12. 主な資産・負債及び収支の内容 (1) 流動資産1.現金及び預金 l に記載
している。











































年が経過したわけであるが，武田 (1989a ， b) において指摘された資金収支表の実態は，本稿で取
り上げる企業の資金収支表を概観した範囲では，現在でも大きな違いはみられないようである。詳し
くは，武田(1989a ， b) を参照されたい。
武田安弘 (aJ r資金収支表の研究一理論的検討と実態分析ーJ W地域分析』第27巻第 2 号(1989年












































①東証 1 部市場に上場されている企業で， 1988年 4 月以降，有価証券報告書を 6 カ年に渡って
提出していること。













村組，小田急建設， 日本舗道，青木建設， 日本国土開発， 日本コムシス， 日本電設工業， 目立プラ
ント建設，世紀東急工業，大東建託
(化学〉三井東圧化学，呉羽化学工業，石原産業，東ソー，セントラル硝子，大同ほくさん，ダイセ
ノレ化学工業， 日本ゼオン，宇部興産， 日本カーリ γ ト，三洋化成工業， 日立化成工業，大日本イン
キ化学工業，大日本製薬， ロート製薬，大正製薬
(鉄鋼〉新日本製織，川崎製鉄， NKK，住友金属工業，神戸製鋼所，日新製鋼，大和工業，淀川製























総資本営業収支尻率 (C1)=営業収支尻ノ期末資産総額 x100 (%) 
総資本経常収支尻率 (C2) =経常収支尻/期末資産総額 x100 (%) 
総資本事業収支尻率 (C3) =事業収支尻/期末資産総額 x100 (%) 
会計利益の変数
総資本営業利益率 (Pl) =営業利益/期末資産総額 x100 (%) 
総資本経常利益率 (pρ=経常利益/期末資産総額x100 (%) 














分析対象である 7業種 120 社の資金収支と会計利益の変数について，資金収支表が制度化さ
(12) ここで平準化とは比較的変動の少ない状態にすることをいうが，平準化は経営者の意図的な行動の
結果と経済要因が安定しているために自然に平準化される場合がある。この点については，以下の文
献に詳しい。 N. EckeI,“The Income Smootheing Hypothesis Revisited," Abacus, Vol. 17, 
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れてからの 6 年間にわたってそのトレンドをグラフ化したものの中から，各業種ごとに 2社づ
っ合計14社を抽出したものが図表 4 である。
図表 4 で示した企業を含む 120 社のグラフをもとに，資金収支の変数のトレンドの推移と会
計利益の変数のトレンドの推移を 6 年間にわたって比較すると， (仮定 1) と(仮定 2) に関
連しておおよそ次のことが言える。まず(仮定 1) については I資金収支の変数のトレンド
は，会計利益の変数のトレンドとは異なる企業が多い。」また， (仮定 2) については I会計
利益の変数は 6 年間にわたって大きな変動がみられる企業は少なく，資金収支の変数は，大
きな変動がみられる企業が多い。」
こうした分析結果は(仮定 1) および(仮定 2) を支持するものと考えられるが，こうした
分析結果を補強するために，資金収支の 3 変数とそれらに対応する会計利益の 3 変数について，
(ア)総資本営業収支尻率 (C1) と総資本営業利益率 (P小付)総資本経常収支尻率 (C2) と総資本経





し集計した結果をまとめたのが図表 5 および図表 6 である。
(13) 
図表 5 資金収支と会計利益の各変数の階差の相関係数
建設 化学 鉄鋼 機械 電気機器輸送用機器 商業
ρ(.dCl1 .dP1) 0.33206 0.24832 0.36244 0.20225 0.28010 0.28002 -0.02464 
ρ( .dC2 ， .dP2) 0.34622 0.32724 0.28366 0.21421 0.24365 O. 10603 0.00350 
ρ( .dCa ， .dPa) 0.44417 0.21140 -0.13321 -0.14734 -0.04460 -0.04097 -0.09712 
図表 6 資金収支と会計利益の各変数の階差の分散の比較
建設 化学 鉄鋼 機械 電気機器輸送用機器商業 |合計
σ2(.dC 1)>a2( .dPl) 1社8社中 14社 14社 12社社中 14社社中 19社社中 1187社社中(18:ti:I=? (16社中) (17社中) (14:ti:1=? (17fi:I=? (20t:!:1=? (18fi:I=? 107社t中(120社)
σ2( .dC2)>σ2( .d九) 18社 16社 16宇土 13社 12社 20:t土 18社 113社




(13) 表中の変数の前に付された記号 d は，階差を意味している。たとえば.dX は， t 期の Xから t-1















































(14) 新井清光「財務情報の充実に関する中間報告についてJ ~税経通信』第42巻第 l 号(1987年 1 月)，
p.35。兼田克幸「証券取引法に基づくディスクロジャー制度における財務情報の充実についてJ ~税
経通信』第42巻第 1 号 (1987年 1 月)， p.440 
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